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協会けんぽ

レセプト再審査 給付の審査・支払

健診・保健指導 、受診勧奨

地域医療への
意見発信



「医療法等の改正」（地域医療・介護一括法）

○ 都道府県の地域医療行政に「医療保険者」としての関与が○ 都道府県の地域医療行政に「医療保険者」としての関与が

法定化

①「地域医療構想調整会議」

②「保険者協議会」

③ 地域での医療・介護の一体的な確保のための新しい基金(消費税財
源の活用)に係る「都道府県計画」等の策定に当たっての意見反映
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意見聴取

意見聴取

（参考）自治体が策定する医療・介護に関連する計画

○医療計画（平成30年度）

○地域医療構想 （平成27年度以降）

○医療介護総合確保法
都道府県計画 （平成27年度）

保

法令上医療保険者が関与
注）括弧内は次期計画の開始時期

地域医療
構想調整
会議 都

道
府

県が
参加

意見聴取

※都道府県が策定する地域における医療及び介護
の総合的な確保のための事業の実施に関する計画

○医療費適正化計画 （平成27年度）
※医療費適正化のための取組み（ジェネリック、
健診）等に関する計画

○医療介護総合確保法
市町村計画 （平成27年度）

※市町村が策定する地域における医療及び介護の

総合的な確保のための事業の実施に関する計画

○介護保険事業支援計画
（平成27年度）

※老人福祉圏域（概ね二次医療圏と
同じ）の施設定員等を定める計画

険

者

○介護保険事業計画
（平成27年度）

※市町村毎の介護サービスの必要
量を定め、この必要量等を基に
市町村の介護保険料を設定

保険者
協議会

県

市
町
村
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地域医療構想（ビジョン）とは

○ ２０２５年（平成３７年）の医療提供体制のあり方を定めるもの

（主な記載事項）
・ ２０２５年の医療需要
・ ２０２５年に目指すべき医療提供体制（必要病床数等）
・ 目指すべき医療提供体制を実現するための施策

○ 平成２７年４月以降、各都道府県で構想策定（医療計画の一部）

地域医療構想調整会議

○ 構想区域（おおむね二次医療圏）ごとに地域医療構想で定めた医療提供体制
（必要病床数）を達成するための方策その他地域医療構想の達成を推進する
ために関係者が必要な協議を行う場。

○ 調整会議は原則、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、病院団体、
医療保険者、市町村などで構成。
☞医療保険者は必要に応じ保険者協議会に照会のうえ選定される。

※ 地域医療構想策定前の平成２７年度の早い時期に地域医療構想調整会議が設置される
可能性がある。
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【地域医療構想の策定プロセス】

○各都道府県で策定に必要なデータの収集・分析・共有

→ 構想区域の設定

→ 構想区域ごとに医療需要を推計

⇒ 2025年にあるべき医療提供体制としての必要病床数を算定

【地域医療構想策定後】

構想区域内の医療機関の自主的な取組

・策定前の段階から、協議の場の
参画に向けた働きかけや意見
発信の方向性などを検討。

・他の医療保険者との協働体制。

・まずは策定スケジュール、会議設置時期等を照会

（比較）

毎年度の病床機能報告
制度による集計数

地域医療構想の
必要病床数

構想区域内の医療機関の自主的な取組

地域医療構想調整会議を活用した医療機関相互の協議

地域医療介護総合確保基金の活用

・データ分析等に基づき、医療保険者として意見展開。
併せて、次期医療計画の議論に向けた準備開始。実現に向けた取組とPDCA
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平成27年度の協会けんぽの都道府県単位保険料率

北 海 道 １０．１４％ 石 川 県 ９．９９％ 岡 山 県 １０．０９％

青 森 県 ９．９８％ 福 井 県 ９．９３％ 広 島 県 １０．０３％

岩 手 県 ９．９７％ 山 梨 県 ９．９６％ 山 口 県 １０．１０％

宮 城 県 ９．９６％ 長 野 県 ９．９１％ 徳 島 県 １０．１０％

秋 田 県 １０．０６％ 岐 阜 県 ９．９８％ 香 川 県 １０．１１％

山 形 県 ９．９７％ 静 岡 県 ９．９２％ 愛 媛 県 １０．０３％

福 島 県 ９．９２％ 愛 知 県 ９．９７％ 高 知 県 １０．０５％

茨 城 県 ９．９２％ 三 重 県 ９．９４％ 福 岡 県 １０．０９％

栃 木 県 ９．９５％ 滋 賀 県 ９．９４％ 佐 賀 県 １０．２１％９．９５％ ９．９４％ １０．２１％

群 馬 県 ９．９２％ 京 都 府 １０．０２％ 長 崎 県 １０．０７％

埼 玉 県 ９．９３％ 大 阪 府 １０．０４％ 熊 本 県 １０．０９％

千 葉 県 ９．９７％ 兵 庫 県 １０．０４％ 大 分 県 １０．０３％

東 京 都 ９．９７％ 奈 良 県 ９．９８％ 宮 崎 県 ９．９８％

神奈川県 ９．９８％ 和歌山県 ９．９７％ 鹿児島県 １０．０２％

新 潟 県 ９．８６％ 鳥 取 県 ９．９６％ 沖 縄 県 ９．９６％

富 山 県 ９．９１％ 島 根 県 １０．０６％ ※ 全国平均では１０．０％

 平成27年度の健康保険料率及び介護保険料率は、4月分（5月納付分）*からの適用。
*任意継続被保険者の方は5月分（5月納付分）からの変更。
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全国平均 １６３，８１７円

注１．医療費は、社会保険診療報酬支払基金審査分（入院、入院外、歯科、調剤、入院時食事療養費・生活療養費、訪問看護療養費）、
療養費（柔道整復療養費等）、移送費に係るものであり、図中の「その他」は、入院、入院外、歯科、調剤以外の医療費を表す。

注２．加入者1人当たり医療費は、年齢調整前の額である。
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ジェネリック医薬品の使用促進

【協 会】 服用する薬をジェネリック医薬品に切り替えた場合の自己負担の軽減額を加入者に通知しています。
【加入者】 当協会からの通知を受け取った４人に１人がジェネリック医薬品に切り替えています。

切り替えによる医療費の軽減額は、５年半の間の累計で約３４０億円（推計）です。

レセプト点検・経費削減

【協 会】 医療機関からの保険請求を点検しています。効果額 約２９４億円（２５年度実績）
事務経費の削減に取り組んでいます。

健診・保健指導

【協 会】 加入者の健康を守るため、健診や保健指導に取り組んでいます。

医療費適正化に向けた保険者機能の発揮・強化の取組み

健康保険の正しい利用の促進

【協 会】 審査の厳格化等により、不正受給の防止を図っています。
【加入者】 軽い症状で休日・夜間に救急外来を訪れる「コンビニ受診」を避け、地域の救急電話相談を

利用するよう呼びかけています。
日常的な肩こり・筋肉疲労の柔道整復（接骨院）の施術、業務上の病気や怪我では、健康保険が
使えないことをお伝えしています。平成25年度は約９万５千件の文書照会を実施し、約７億円適正化。

【協 会】 加入者のご家族が扶養家族の要件を満たしているかどうかを毎年確認しています。
【加入者・事業主】 平成25年度は約３２億円、平成26年度は約３４億円の削減ができました。

扶養家族の再確認

【協 会】 加入者の健康を守るため、健診や保健指導に取り組んでいます。
平成26年度に全支部で策定した「データヘルス計画」を、27年度から実施します。

【加入者・事業主】 病気の早期発見・早期治療、適度な運動、バランスのとれた食事などによる、健康の保持・
増進を促進しています。
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◆地方自治体の医療政策当局との間で保健事業の推進に関する包括的な協

定の締結を通じて、保健事業の共同実施や、市町村国保と医療情報の共同
分析、ジェネリック医薬品の普及促進等、医療費適正化に関する幅広い連
携・協働を推進（協会けんぽの意見発信の強化）。

◇ 包括的な協定等締結をした支部は、43支部 （H27年5月15日現在）

うち、都道府県と包括協定を締結した支部は、32支部

◇ 都道府県の審議会等への参画 （H27年3月現在）

 都道府県の医療計画に係る検討会への参加 16支部
 都道府県の医療費適正化計画に係る検討会への参加 25支部

◇ 医師会等の関係団体との協定等締結 15支部 （H27年5月15日現在）

 医師会 ９支部 （沖縄、広島、秋田、栃木、茨城、宮城、大分、福岡、福島）

地方自治体等との連携・各支部の取組み

【宮城】医療機関での資格
喪失後受診の防止、返納

都道府県または政令指定都
市、特別区との協定等締結

上記以外の市町村との
協定等締結

※【栃木支部】H26.9.3 県の条例により

設立された「健康長寿とちぎづくり県民
会議」に幹事団体として参画

※

【広島】医療機関での資格喪失後受診防止
等を推進。また、事業所毎の疾病リスク
特性に応じた保健事業を推進
（データヘルス計画）

【大分】データヘルス計画
に基づいた階層化支
援サービスを実施

【熊本】保険者間の代理
受領を通じた返納金
債権回収の効率化

【山梨】健診データと医療費
データの関係等を分析し、県
保険者協議会等へ意見発信

【鳥取】特定保健指導の未受入
れ事業所等に情報ツールを活
用した勧奨を実施

【静岡】花粉症等の治療で先発薬
を使用する患者に対して、ジェネ
リック医薬品の普及を推進

【沖縄】医師会との間で健診
データを共有し、適切な
保健指導や受診勧奨等
の取組みを実施

喪失後受診の防止、返納
金債権発生の抑止を推進

【東京】データヘルス計画実
施のための調査研究

【茨城】県との間で特定健診結
果等の分析や健康づくり対策
の推進について連携協力
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支部と地方自治体との包括的な協定締結状況 （平成27年5月15日時点）

〔合計〕４３支部で協定締結

３２都道府県（３２支部）、１０５市区町村（３３支部）

目的 健康づくりの推進に向けた包括的な連携

支部名 対都道府県 対市区町村

1 北海道 北海道 札幌市

2 青森 青森県 八戸市

3 岩手 岩手県

4 宮城 宮城県 仙台市

5 秋田 秋田県 秋田市、大館市、美郷町

6 山形 山形県 米沢市

7 福島 福島県 伊達市、郡山市

目的 健康づくりの推進に向けた包括的な連携

支部名 対都道府県 対市区町村

26 京都 京都府

27 大阪 大阪府 高石市、大阪狭山市

28 兵庫 兵庫県 豊岡市、神戸市

29 奈良 奈良県

30 和歌山

鳥取市、倉吉市、琴浦町、智頭町、八頭町、7 福島 福島県 伊達市、郡山市

8 茨城 茨城県

9 栃木
（※ 県の条例により設立された「健康長寿とちぎづくり県民会議」に

幹事団体として参画）

10 群馬 前橋市

11 埼玉 埼玉県 さいたま市

12 千葉 千葉県 千葉市

13 東京 世田谷区、葛飾区、中野区

14 神奈川 神奈川県 横浜市、川崎市、相模原市、藤沢市

15 新潟 見附市、三条市

16 富山 富山県 富山市

17 石川 石川県 金沢市、小松市

18 福井 福井県 坂井市

19 山梨 山梨県

20 長野 松本市、長野市、上田市

21 岐阜 岐阜市

22 静岡 静岡県 静岡市、浜松市、島田市、富士市

23 愛知
名古屋市、小牧市、安城市、一宮市、
豊橋市、豊田市、春日井市、岡崎市

24 三重 三重県 津市、菰野町

25 滋賀 大津市、東近江市

31 鳥取 鳥取県 伯耆町、北栄町、大山町、若桜町、日南町、
南部町、湯梨浜町、岩美町、三朝町

32 島根 島根県

33 岡山 備前市、岡山市、矢掛町

34 広島 広島県 呉市、県内全23市町

35 山口 山口県

36 徳島 徳島県

37 香川 香川県
（※ 医療費分析を目的とした協定を綾川町、

高松市・香川大学 と締結）

38 愛媛

39 高知

40 福岡 北九州市

41 佐賀 佐賀県 佐賀市

42 長崎 長崎県 長崎市、大村市

43 熊本 熊本県 熊本市、合志市

44 大分 大分県 豊後大野市、臼杵市

45 宮崎 宮崎市、延岡市、都城市

46 鹿児島 鹿児島県

47 沖縄 南城市、那覇市、久米島町、読谷村
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佐賀県の概要

 平成26年11月１日現在の佐賀県の人口は

約84万人

 うち、協会加入者は38.5％を占める

 県内に５つの二次医療圏が存在する

佐賀市

人口（H26.11.1）
参考：協会加入者
（H26.10月末）

佐賀県 835,010 321,805

01中部 348,450 129,203

02東部 124,494 43,358

03北部 129,403 52,980

04西部 75,987 32,738

05南部 156,676 63,526

01中部
02東部

03北部

04西部

05南部

（単位：人）
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二次医療圏別
患者流出割合（入院）

01中部
02東部

03北部

04西部

05南部

福岡県

長崎県

02:東部

01:中部

患

18.9

81.1

35.3

29.5

64.7

参考：患者調査（H23.10月・厚生労働省）
統計表下巻第24表より作成

0% 20% 40% 60% 80% 100%

南部
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中部

二次医療圏内 二次医療圏外（県内） 二次医療圏外（県外）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

05:南部

04:西部

03:北部

医療機関所在地

患
者
住
所
地

二次医療圏内 01:中部 02:東部 03:北部 04:西部

05:南部 福岡県 長崎県 その他県外

70.5

53.6

46.4

34.4

65.6
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二次医療圏別
患者流出割合（外来）

01中部
02東部

03北部

04西部

福岡県

02:東部

01:中部

患

89.2

66.7

11.8

33.3

10.8

01中部
04西部

05南部
長崎県

0% 20% 40% 60% 80% 100%

05:南部

04:西部

03:北部

医療機関所在地

患
者
住
所
地

二次医療圏内 01:中部 02:東部 03:北部 04:西部

05:南部 福岡県 長崎県 その他県外

88.2

23.5

76.5

17.9

82.1
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二次医療圏別
患者流入割合（入院）

01中部
02東部

03北部

04西部

05南部

福岡県

長崎県

02:東部

01:中部

医
療

32.6

67.4

53.7

12.9

46.3

参考：患者調査（H23.10月・厚生労働省）
統計表下巻第25表より作成

0% 20% 40% 60% 80% 100%

南部

西部

北部

東部

中部

二次医療圏内 二次医療圏外（県内） 二次医療圏外（県外）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

05:南部

04:西部

03:北部

患者住所地

療
機
関
所
在
地

二次医療圏内 01:中部 02:東部 03:北部 04:西部

05:南部 福岡県 長崎県 その他県外

87.1

28.9

71.1

27.5

72.5
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01中部
02東部

03北部

04西部

二次医療圏別
患者流入割合（外来）

福岡県

02:東部

01:中部

医
療

15.5

84.5

76.3

6.6

23.7

01中部
04西部

05南部
長崎県

0% 20% 40% 60% 80% 100%

05:南部

04:西部

03:北部

患者住所地

療
機
関
所
在
地

二次医療圏内 01:中部 02:東部 03:北部 04:西部

05:南部 福岡県 長崎県 その他県外

93.4

16.9

83.1

15.0

85.0
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